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郊外戸建住宅団地の持続可能性に関する研究
-和歌山県北部の住宅土地利用調査と住環境調査から -
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はじめに

近畿圏における小地域統計を用いた人口動態と
公共交通の立地・利用実態の地域的特徴

郊外戸建て住宅団地と
その物的環境の持続可能性の関係

郊外戸建て住宅団地の住宅土地利用の発生と滅失 郊外戸建て住宅団地の住民意識

まとめ

前半

後半

研究の背景と目的
日本の総人口は1億2,805万人で、前回より約29万人増(0.2%増)と

横ばいで推移している。（2010年国勢調査より）
しかし、38都道府県ですでに人口減少しており、

地方都市は既に人口減少期にある。

近年、さまざまな都市でマスタープランなどにも取り入れられている、
集約型都市構造(コンパクトシティ)の構築に向けた

都市施設の再編や住宅政策が求められる。

近畿圏の人口動態と集約型都市構造の骨格となる
鉄道やバスといった公共交通の整備・利用状況との関係に着目し、

近年どのような地域で駅周辺の人口増減の変化があるのか、
公共交通を使っているのか、市町村レベルで地域的特徴を明らかにした

郊外戸建住宅団地の持続可能性に関する研究
-和歌山県北部の住宅土地利用調査と住環境調査から-

前半

持続可能性の高い住宅団地とは「人口が安定した住宅団地」
住戸数の増加がピークに達した時点から継続居住が担保され、

住人の更新が一定数あり、空地・空家の発生が少ない住宅団地

公共交通など様々な要因がどの程度住宅団地の持続可能性に関わるか

研究の背景と目的

住宅団地をサンプリングし、物的条件・社会的条件から

郊外戸建住宅団地の持続可能性に関する研究
-和歌山県北部の住宅土地利用調査と住環境調査から-

物的

社会的

継続的居住
新規入居
土地の二次利用
売れ残った土地

原因 結果

充足率　　　　→　　高い
空家率　　　　→　　低い
空地率　　　　→　　低い
空家の流通率　→　　高い

住宅土地利用の変化 持続可能性指標　　理想状態

時間の経過

4指標から住宅団地を把握、住宅土地利用の変化も含めて持続可能性を見る

後半

近畿圏広域統計分析のまとめ

近畿圏政策区域図　近畿圏整備法より

対象：近畿2府4県198市町村

・近畿圏政策区域ごとに市町村を分けて考察
→行政・政策的な側面から

・主要都市(大阪市・神戸市・京都市)からの
距離帯ごとに市町村を分けて考察

→経済・就業的な側面から

それぞれの面からの公共交通分担率を
指標として各エリアの集約形態を検討

既成都市区域

近郊整備区域

都市開発区域・大都市外縁部の都市開発区域
・主要都市から約40km以遠
…において公共交通のみの集約型都市構造は×
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前半

和歌山県北部の公共交通分担率

和歌山市

岩出市

紀ノ川市

かつらぎ町

橋本市

九度山町

紀美野町

海南市

有田市 有田川町
湯浅町

広川町

都市開発区域

60km

50km

40km橋本市
城山台1～4丁目
三石台1～4丁目

和歌山市
ネオポリス
木ノ本NT
東洋台
鳴滝団地
有功ヶ丘
西NT
東NT
サンシャイン紀ノ川台

開発開始から20年以上経過した郊外戸建て住宅団地を抽出し調査・分析を行った。
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都市開発区域（50~60km圏）の典型例として和歌山県北部地域に着目する。
より細分化された公共交通分担率を見ると

和歌山市中心部は公共交通分担率は高いが郊外の値が低い。
→郊外での対策が重要となってくる。
→多核型都市構造への課題



住宅土地利用の特徴

各住宅団地の概要
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開発時期と住戸規模

和歌山市 橋本市

いずれの住宅団地の規模も
ピークを迎えた90年以降の変化を見ていく
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各住宅団地の概要 郊外戸建住宅団地の持続可能性に関する研究
-和歌山県北部の住宅土地利用調査と住環境調査から-
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60代以上の世帯主の割合
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平均建ぺい率住戸数

住宅団地の土地利用比(面積)
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団地周辺施設との距離
住宅団地の持続可能性の４指標と周辺環境の距離を相関分析

0.70.40.2-0.2-0.7 -0.4
相関係数凡例
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郊外戸建住宅団地の持続可能性に関する研究
-和歌山県北部の住宅土地利用調査と住環境調査から-

・市役所(中心市街地)への距離が大きく関係
・地方都市において最寄り駅(駅に近いこと)は関係なく、国道(自動車環境)が影響する
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住宅団地内環境の相関分析
郊外戸建住宅団地の持続可能性に関する研究
-和歌山県北部の住宅土地利用調査と住環境調査から-

0.70.40.2-0.2-0.7 -0.4
相関係数凡例

＋ー

公園付近では充足率は高く、空地・空家は少ない傾向が強い
→古い住宅団地において公園環境は現在に比べ乏しく、
どの住戸からも公園にアクセスできる環境整備が

空地・空家を減らす可能性を示す

団地内施設の距離による傾向

調査・分析方法1

在住 住替 空家 商店等
その他

未開拓 造成地 空地 駐車場 畑

住宅団地の住宅土地利用の変化を
10年間隔でデータ化し分析を行う

約30年の変化をゼンリンの住宅地図’84,‘91’01と’12現地調査の4時点から比べ
各区画における土地利用を8つに類型化し、その構成や変化を分析

郊外戸建住宅団地の持続可能性に関する研究
-和歌山県北部の住宅土地利用調査と住環境調査から-



(例)有功ヶ丘
空間分析
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郊外戸建住宅団地の持続可能性に関する研究
-和歌山県北部の住宅土地利用調査と住環境調査から-
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郊外戸建住宅団地の持続可能性に関する研究
-和歌山県北部の住宅土地利用調査と住環境調査から-

調査・分析方法2
住宅土地利用の変化を評価

在住

空家

在住

在住

継続的居住

利用の滅失

前
年
代

次
年
代

郊外戸建住宅団地の持続可能性に関する研究
-和歌山県北部の住宅土地利用調査と住環境調査から-

×利用の滅失

△二次利用

▲売れ残った土地

○新規入居

◎継続的居住

×

◎

10年

木ノ本ニュータウン
紀ノ川東洋台
城山台 1丁目
城山台 2丁目
城山台 3丁目
城山台 4丁目

鳴滝団地
東ニュータウン

磯ノ浦ネオポリス
有功ヶ丘
西ニュータウン

サンシャイン紀ノ川台
三石台 1,2 丁目
三石台 3,4 丁目

継続的居住の安定した
住宅団地

新規入居の安定した
住宅団地

開発開始後 20～30 年

区画が埋まりきらなかった住宅団地

住宅需要が安定している

住宅需要が減少傾向

開発開始後 30年以上
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住宅土地利用変化量 郊外戸建住宅団地の持続可能性に関する研究
-和歌山県北部の住宅土地利用調査と住環境調査から-
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ここ10年の変化から住宅団地を類型化

凡例
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郊外戸建住宅団地の持続可能性に関する研究
-和歌山県北部の住宅土地利用調査と住環境調査から-

空き家になっても住み手が決まる割合

住宅団地の新陳代謝を測る…

区画が埋まりきら
なかった住宅団地

住宅土地利用まとめ
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物的条件から見えてきたこと -住宅土地利用の安定の条件-

＊1台あたりの駐車面積を
3m*6m+3m*2.25m=24.75㎡として算定

・中心市街地に近いことが重要
・国道に近い等、自動車交通の優位なところ

→持続可能性○
・駅に近いこと(地方都市において)

→住宅団地の持続可能性と関係がない。

郊外戸建住宅団地の持続可能性に関する研究
-和歌山県北部の住宅土地利用調査と住環境調査から-

・土地が埋まらない場合において”空地”が
”駐車場”に転換されるケース

→需給のバランスに見合っていない

・区画が埋まりきらなかった住宅団地=住宅需要がない
→空家が増加する傾向が強い

マクロ視点から

ミクロ視点から ←駐車場過多

一方で…



継続居住意向から見た住環境意識

アンケート調査の概要
目的：継続的居住の意向

居住環境の満足度
住民間の交流意識

調査・分析方法

配布方法：各住宅団地の住戸へ直接手渡し
在宅でなければ郵便受けへ

回収方法：付属封筒にて郵送で回収

郊外戸建住宅団地の持続可能性に関する研究
-和歌山県北部の住宅土地利用調査と住環境調査から-
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郊外戸建住宅団地の持続可能性に関する研究
-和歌山県北部の住宅土地利用調査と住環境調査から-

アンケート結果から積極的居住志向者と消極的居住志向者を抽出した。

継続居住意向

例えば、空家の流通率と比較すると、
空き家の流通率が高い人気のある住宅団地では積極的居住志向者の割合が高い。
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消極的居住意向者の住み続けるために重要な条件　n=206 

0%#

10%#

20%#

30%#

40%#

50%#

60%#

70%#

80%#

��������� 
	������

積極的居住意向者の住み続けるために重要な条件　n=626 

郊外戸建住宅団地の持続可能性に関する研究
-和歌山県北部の住宅土地利用調査と住環境調査から-住み続けるための条件

1.買物など日常生活の利便性 
2. 医療・福祉施設の利便性 
3. 通勤・仕事の利便性 
4. 子育てや教育の環境 
5. 医療や福祉の環境 
6. 周辺の住環境の改善 
7. 電車の便 
8. パスの便 
9. 住宅や敷地を広くする 
10. 住宅の更新・リフォーム 
11.住宅の高齢者対応 
12. 親族が同居、近居してくれる 
13. 高齢者施設の充実 
14. コミュニティーの活性化 
15. その他 

 凡例

公共交通重視 住宅更新重視

今後も住み続ける上で"買い物・医療施設の利便性"を重視している
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物的環境自己評価 郊外戸建住宅団地の持続可能性に関する研究
-和歌山県北部の住宅土地利用調査と住環境調査から-

交通環境の利便性への満足度
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自動車交通は満足度が高い

徒歩圏の利便性の差が大きい

物的環境自己評価 郊外戸建住宅団地の持続可能性に関する研究
-和歌山県北部の住宅土地利用調査と住環境調査から-

交通環境の利便性への満足度
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徒歩圏整備・バス交通が
積極的居住と関わる

バスの利便性の方が
グループ間の差が大きい

電車の利便性は関係が薄い



市の中心部へのアクセスが
積極的居住と関わる

周辺施設の利便性への満足度
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物的環境自己評価 郊外戸建住宅団地の持続可能性に関する研究
-和歌山県北部の住宅土地利用調査と住環境調査から-

60%~

60%
~
50%

~40%

50%
~
40%

60%~

60%
~
50%

~40%

50%
~
40%

積
極
的
居
住
志
向
者
の
割
合

積
極
的
居
住
志
向
者
の
割
合

地域の決まり事はどの住宅団地
も参加しているが、

NPO・ボランティア活動などが
やや積極的居住と関わる
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郊外戸建住宅団地の持続可能性に関する研究
-和歌山県北部の住宅土地利用調査と住環境調査から-
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住民活動への参加
社会的環境自己評価
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郊外戸建住宅団地の持続可能性に関する研究
-和歌山県北部の住宅土地利用調査と住環境調査から-
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住民の帰属意識の有無
社会的環境自己評価

帰属意識・信頼性が高い住宅団
地ほど積極的居住に結びつく

総合的な住民間のコミュニケー
ションが形成されている

住環境意識まとめ
社会的条件から見えてきたこと -継続居住意向の安定の条件-

郊外戸建住宅団地の持続可能性に関する研究
-和歌山県北部の住宅土地利用調査と住環境調査から-

・買い物・医療施設への利便性が継続居住に関わる

・積極的居住志向者が多い→住宅団地の持続可能性が高い。
　積極的居住志向者が多い住宅団地の特徴

移動：徒歩・バス交通の環境が良い
利便性：市の中心部へのアクセスが良い
住民活動：NPO・ボランティア活動などが盛ん
→帰属意識を高めることで積極的居住志向も高まる。

・消極的居住志向者の満足度を高めるには…
和歌山市(公共交通が不便)　　→公共交通整備
橋本市(公共交通が一定整備)　→住宅の更新・高齢者対応

結論・提案

結論 郊外戸建住宅団地の持続可能性に関する研究
-和歌山県北部の住宅土地利用調査と住環境調査から-

住宅団地の中でも持続可能性に格差がある。
(住宅土地利用実態と継続居住意識は一致している)

今後、地域核とする住宅団地への集約手法として
・住民が高齢化する中で物的・社会的双方の面からの総合的な利便性を確保
・公共交通の中でもバス交通による利便性を享受できる環境を提供
・積極的居住志向へ結びつく公共施設整備とより踏み込んだ住民活動の誘発

地方都市における郊外戸建住宅団地を地域核とした多核型都市構造のあり方

提案として…
自動車交通優位(既存インフラ)を活かしつつ
バス交通の整備を高め、多核型都市構造へ

路線バスとコミュニティバス併用



提案 郊外戸建住宅団地の持続可能性に関する研究
-和歌山県北部の住宅土地利用調査と住環境調査から-

団地レベルの提案

幹線道路

持続可能性の低い住宅団地

公園造成

幹線
道路
への
道路

外縁部に無秩序に広がった宅地を
中心へ集約し規模を縮小

幹線道路

持続可能性の低い住宅団地

持続可能性の高い住宅団地

開発余地

入れ替わり
持続可能性の高い住宅団地

市の中心部

住宅団地

コミ
ュニ
ティ
バスを整

備

路線バスを維持

住宅団地

バスの利便性を得られなかった地域にコミュニティバスを整備し、
市の中心部へのアクセスを高める

都市レベルの提案

住宅団地中心部へ集約

他住宅団地との入れ替わり・余地へ バス交通の整備

中心核

地域核

地域核

地域核

地域核

地域核

持続可能性の高い住宅団地周辺が地域核となっていく

路線バス・コミュニティバスにより
市の中心部へのアクセスを維持

拡散した住戸を制度面から誘導・集約

提案 郊外戸建住宅団地の持続可能性に関する研究
-和歌山県北部の住宅土地利用調査と住環境調査から-

多核型都市構造への適応
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